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 ［憲　法］

 

２０１０年代に入ると、日本でも人種や民族に係るいわゆるヘイトスピーチが社会問題となり、

国や地方自治体がヘイトスピーチの禁止や拡散防止の取組みを始めた。その過程で、未成年者がヘイ

トスピーチに接する機会を減少させる必要性が指摘されるようになった。精神的に未成熟な未成年者

は環境から負の影響を受けやすいためである。そこで国は、２０＊＊年、一定の要件を満たす図書

（電子書籍を含む。）を「有害差別図書」として指定し、青少年（１８歳に満たない者を指す。）に

閲覧させること等を禁止するとともに、その販売方法に規制を加える法律（以下「新法」という。）

 を制定した。

新法の目的は、有害差別図書によって青少年の健全な育成が阻害されることの防止にある。新法

 によれば、有害差別図書の指定方法には、個別指定と包括指定の２種類がある。

個別指定は、①人種や民族に係る特定の属性を有する個人又は集団を、合理的な理由なく、社会

から排除することをあおる図書、②その個人又は集団に危害を加えるとのメッセージを伝える図書、

③その個人又は集団を相当程度侮辱し又は誹謗中傷する図書について、所管大臣は、諮問機関として

新たに設置される青少年保護育成審査会の意見を聞いて、有害差別図書として指定することができる

というものである。青少年保護育成審査会は有識者１５名によって構成される。ヘイトスピーチの性

質上、上記①～③の要件に該当する図書には政治的主張を伴うものも含まれ得るが、青少年保護育成

 審査会では、青少年保護の観点から図書の内容について専門的かつ総合的な判断が行われる。

包括指定は、「〇〇人は日本から出ていけ」といった表現や、上記の個人又は集団を差別的な意

味合いで昆虫や動物に例える表現など、ヘイトスピーチのうち典型的かつ悪質な表現（以下「典型的

表現」という。）を含むページの数がページ総数の１０分の１以上を占める図書（電子書籍の場合の

分量は別途定めをおく。）については、所管大臣は個別指定に代えて、青少年保護育成審査会の意見

を聞くことなく、有害差別図書として指定することができるというものである。対象となる典型的表

現は新法に限定列挙して定められる。列挙されているのは、過去に各地方自治体でヘイトスピーチと

認められた表現を参考にして特定された表現である。ただし、包括指定を受けた図書について当該図

書の著者又は出版者から指定取消の申出があった場合、所管大臣が青少年保護育成審査会の意見を聞

 き、個別指定の対象に該当しないと判断したときには、包括指定は取り消される。

個別指定、包括指定いずれの場合でも、新法は、図書の取扱いを業とする者（以下「図書取扱業

者」という。）が、有害差別図書を青少年に販売、貸与し又は閲覧させることを禁止する。図書取扱

業者は、有害差別図書を店頭販売するときには、青少年が図書の中身を閲覧できないよう包装して陳

列し、販売に際しては運転免許証等の身分証明書により年齢確認を行うことが義務付けられる。また、

オンライン販売に際しても同様の実効性のある措置（運転免許証等の身分証明書をデジタルデータと

して読み取らせること等を指す。）を採ることが義務付けられる。図書取扱業者の採る措置が不十分

である場合には、所管大臣はその者に改善命令等を発することができ、命令違反は罰則の対象となる。

なお、新法制定後、所管省が調査を行ったところ、一定数の成人が有害差別図書の購入を見合わせて

 いることが明らかになった。

新法施行と同時に図書Ａが包括指定を受け、その後、図書Ｂが個別指定を受けた。図書Ａについ

 て包括指定の取消しの申出はまだなされていない。

 

 〔設問〕

以下の(1)及び(2)の憲法第２１条適合性について、あなた自身の見解を述べなさい。その際、参

 考とすべき判例に言及し、自己の見解と異なる立場を踏まえつつ論じること。

 　(1）青少年が図書Ａを購入できないこと

    (2) 成人が年齢確認を受けなければ図書Ｂを購入できないこと
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 ［行政法］

 

　養蜂業者であるＡは、養蜂振興法第３条第１項に基づいてＹ県知事に届出を行った上で、Ｙ県Ｂ

地区において養蜂業を営んでいた。しかし、Ｂ地区が次第に市街化して蜜源（蜜蜂に蜜をとらせる

のに適する植物のこと。）が減少してきたため、Ａは、差し当たり令和７年について、令和６年の

時点では市街化が進行しておらず蜜源が豊富なＹ県Ｃ地区において養蜂を行おうと考えた。Ｘ１及

びＸ２は、Ｃ地区において養蜂業を営んでおり、Ｘ１は、Ａが蜜蜂の巣箱を設置して養蜂を行おう

としている場所（以下「本件予定地」という。）から１．６キロメートル離れた場所に巣箱を設置

して養蜂を行っている。また、Ｘ２は、本件予定地から５キロメートル離れた場所に巣箱を設置し

 て養蜂を行っており、養蜂業者の団体であるＹ県養蜂農業協同組合のＣ地区支部長でもある。

　Ｙ県内の養蜂業者が県内の別の場所に移動して蜜蜂を飼育する（転飼（養蜂振興法第２条））た

めには、養蜂振興法第１条及び第８条第１項の趣旨を踏まえたＹ県蜜蜂転飼条例（以下「本件条

例」という。）第３条に基づく転飼の許可（以下「転飼許可」という。）を得る必要がある。転飼

許可の申請書には、本件条例施行規則第５条第２項第３号により、Ｙ県養蜂農業協同組合の転飼先

地区を管轄する支部長の押印を得た事前調整報告書を添付することができる。そして、Ｙ県は、申

請書に同報告書が添付されている場合には、転飼先の周辺の蜂群（蜜蜂の群のこと。）の位置（巣

箱の位置と同義と考えてよい。）や蜜源の状況に関する実地調査を行うことなく許可をする運用を

行っているのに対して、申請書に同報告書が添付されていない場合には、許可をするかどうかを判

 断するために上記の実地調査を行うこととしている。

　そこで、Ａは、令和６年６月末に、Ｘ２に対し、事前調整報告書への押印を求めた。しかし、Ｘ

２は、Ｃ地区においては大規模な開発が予定されており、それに先立って令和７年中に実施される

地盤調査で植物が伐採されるだけでも蜜源の減少が予想されること、Ｃ地区における養蜂業者が既

に多数である上にＡが転飼しようとする蜂群数が４０群と極めて多いことから、転飼を認めるとＣ

地区の各養蜂業者が得られる蜜量が減少すると見込まれること、本件予定地からの距離が最も近い

場所に蜂群を有するＸ１が強く反対していることを理由に、押印を拒否した。そのため、Ａは、令

 和６年９月１２日、Ｙ県の担当課に対し、事前調整報告書の添付のない申請書を提出した。

　Ｙ県の担当課は、Ｃ地区における実地調査として、既存の蜂群の位置を測定し、蜜源の分布状況

の調査を樹木医に依頼した。そして、樹木医から、調査時点ではＣ地区に蜜源が十分に存在すると

の報告を受けた。また、Ｙ県では県全体の養蜂業者が減少傾向にあることに加えて高齢化しており、

数年前から、本件条例によって転飼を制限して経営の合理化・効率化を妨げてきたことがその原因

ではないかとの指摘が県議会で何度もされていたことから、令和５年には、Ｙ県の担当部長が、蜜

源に対して蜂群数が「著しく」過剰である場合に限って、本件条例第３条第２項第１号に規定する

場合に当たるとして許可をしない方針に変更すると県議会で答弁していた。こうした経緯から、Ｙ

県知事は、Ａの転飼申請について、同号に規定する場合には当たらないと判断し、令和６年１２月

 ２０日、Ａに対し、令和７年１月１日から１年間の転飼許可（以下「本件処分」という。）をした。

　Ｘ１及びＸ２は本件処分に不満であり、令和７年２月中に本件処分の取消訴訟を提起することを

 検討している。

　以上を前提として、以下の設問に答えなさい。なお、関係法令及びＹ県の担当課が参考資料とし

て養蜂業者に配布している「養蜂振興法及びＹ県蜜蜂転飼条例に関する手引」の抜粋を と【資料】

 して掲げるので、適宜参照しなさい。

 

 〔設問１〕

Ｘ１及びＸ２が本件処分の取消訴訟における原告適格を有するか否かについて、反対の立場にも

 言及しながら論じなさい。
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 〔設問２〕

本件処分の違法性の有無について、反対の立場にも言及しながら論じなさい。なお、行政手続条

 例上の問題について検討する必要はない。
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 【資料】

 

 ○養蜂振興法（昭和３０年法律第１８０号）（抄）

 （目的）

第１条 この法律は、養蜂を取り巻く環境の変化、農作物等の花粉受精において養蜂が果たす役割の  
重要性等に鑑み、蜜蜂の群（以下「蜂群」という。）の配置を適正にする等の措置を講じて、蜂蜜、

蜜ろう、ローヤルゼリー等の蜜蜂による生産物の増産を図り、あわせて農作物等の花粉受精の効率

 化に資することを目的とする。

 （定義）

第２条 この法律で「転飼」とは、蜂蜜若しくは蜜ろうの採取又は越冬のため蜜蜂を移動して飼育す  
 ることをいう。

 （蜜蜂の飼育の届出）

第３条 蜜蜂の飼育を行う者は、農林水産省令の定めるところにより、毎年、その住所地を管轄する  
都道府県知事に次の各号に掲げる事項を届け出なければならない。ただし、業として蜜蜂の飼育を

行う者（以下「養蜂業者」という。）以外の者が蜜蜂の飼育を行う場合であつて、農作物等の花粉

受精の用に供するために蜜蜂の飼育を行う場合その他の蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速かつ

的確な実施に支障を及ぼすおそれがないと認められる場合として農林水産省令で定める場合は、こ

 の限りでない。

 一 氏名又は名称及び住所  
 二 蜂群数  

 三 飼育の場所及びその期間  
 四 その他農林水産省令で定める事項  

 ２～４ （略） 
 （蜂群配置の適正等を図るための都道府県の措置等）

第８条　都道府県は、当該都道府県の区域における蜂群配置の適正及び防疫の迅速かつ的確な実施を

図るため、蜜蜂の飼育の状況及び蜜源の状態の把握、蜂群配置に係る調整、転飼の管理その他の必

 要な措置を講ずるものとする。

 ２　（略）

 （罰則）

第１４条　第３条第１項又は第３項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、１

 ０万円以下の過料に処する。

 

 〇Ｙ県蜜蜂転飼条例（抄）

 （趣旨）

第１条　この条例は、養蜂振興法（昭和３０年法律第１８０号。以下「法」という。）及び養蜂振興

法施行規則（昭和３０年農林省令第４５号）に定めるもののほか、蜜蜂の転飼について必要な事項

 を定めるものとする。

 （定義）

 第２条　この条例における用語の意義は、法に定めるところによる。

 （転飼の許可）

 第３条　養蜂業者は、県内で転飼しようとするときは、知事の許可を受けなければならない。

 ２　前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。

 一　蜂群数が転飼しようとする区域内の蜜源に比べて過剰と認められるとき。

 二～四　（略）

 ３　第１項の許可は、条件を付けてすることができる。
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 （許可の申請）

第４条　前条第１項の許可を受けようとする者は、次の事項を記載した申請書に、転飼しようとする

場所の土地の管理者の承諾書（許可を受けようとする者がその土地を管理している場合においては、

その旨を証明する書類）、転飼場所付近の見取図（飼育場所が特定でき、そこから半径２キロメー

トル以内の蜂群の位置が記載されているもの）その他規則で定める書類を添えて知事に提出しなけ

 ればならない。

 一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

 二　蜂群数

 三　転飼しようとする場所及び期間

 （罰則）

 第１１条　第３条第１項の規定に違反した者は、２万円以下の罰金に処する。

 

 〇Ｙ県蜜蜂転飼条例施行規則（抄）

 （申請書の添付書類）

 第５条　条例第４条の規則で定める書類は、次のとおりとする。

 一～三　（略）

 ２　条例第３条第１項の許可を受けようとする者は、次の書類を申請書に添付することができる。

 一～二　（略）

三　事前調整報告書（蜜源に対し蜂群数が過剰にならないように、転飼先地区の養蜂業者と蜂群数

及び転飼先の調整を行った旨を記載し、Ｙ県養蜂農業協同組合の転飼先地区を管轄する支部長が

 押印した報告書をいう。）

 

 〇養蜂振興法及びＹ県蜜蜂転飼条例に関する手引（抄）

 ２　蜜蜂の飼育に係る事務手続の留意事項

  (1) 事前調整について 
　　　蜂群の位置は、互いに半径２キロメートル以上（相互の距離が４キロメートル以上）の距離を

おくことを基準として、Ｙ県養蜂農業協同組合の各支部長が蜜源に対し蜂群数が過剰にならない

 ことを確認し、調整することとしています。

 ６　蜂群配置の適正化

事前調整が行われていない場合は、県が実地調査を行った上で、次の事項に留意して配置適正化

 を行います。

(1)  蜜蜂は採蜜のため巣箱からおおむね半径約２キロメートル内を中心に飛行することが一般的に

 知られているので、蜂群が接近しないように配置します。

(2)　蜂群が接近する場合は、当該箇所において継続飼育している養蜂業者を優先します（当事者間

 で配置場所について合意している場合を除く。）。


